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議 案  

番 号  
件               名  備   考  

１ ４  町 の 区 域 の 設 定 及 び 変 更 に つ い て  
 

 

１ ５  

薩 摩 川 内 市 会 計 年 度 任 用 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁

償 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に

つ い て  

１ ６  
薩 摩 川 内 市 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の

制 定 に つ い て  

１ ７  

薩 摩 川 内 市 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別

す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 に 基 づ く

個 人 番 号 の 利 用 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る

条 例 の 制 定 に つ い て  

１ ８  
薩 摩 川 内 市 立 小 学 校 ・ 中 学 校 ・ 義 務 教 育 学 校 条

例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  

１ ９  
薩 摩 川 内 市 薩 摩 国 分 寺 跡 史 跡 公 園 及 び 薩 摩 川 内

市 横 岡 古 墳 公 園 の 指 定 管 理 者 の 指 定 に つ い て  

２ ０  
薩 摩 川 内 市 入 来 麓 旧 増 田 家 住 宅 等 の 指 定 管 理 者

の 指 定 に つ い て  

２ １  
薩 摩 川 内 市 重 度 心 身 障 害 者 医 療 費 の 助 成 に 関 す

る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  

２ ２  
薩 摩 川 内 市 介 護 保 険 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

の 制 定 に つ い て  

２ ３  
薩 摩 川 内 市 ひ と り 親 家 庭 等 医 療 費 助 成 に 関 す る

条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  

２ ４  

薩 摩 川 内 市 家 庭 的 保 育 事 業 等 の 設 備 及 び 運 営 に

関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

の 制 定 に つ い て  

２ ５  

薩 摩 川 内 市 特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 及 び 特 定 地 域 型

保 育 事 業 の 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  

２ ６  

薩 摩 川 内 市 放 課 後 児 童 健 全 育 成 事 業 の 設 備 及 び

運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す

る 条 例 の 制 定 に つ い て  

２ ７  
薩 摩 川 内 市 消 防 団 員 の 定 員 、 任 免 、 服 務 等 に 関

す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  

２ ８  
薩 摩 川 内 市 水 道 事 業 の 設 置 等 に 関 す る 条 例 等 の

一 部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  

 

２ ９  

薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 条 例 及 び 薩 摩 川 内 市 水

道 事 業 給 水 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に

つ い て  

３ ０  
薩 摩 川 内 市 漁 港 管 理 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

の 制 定 に つ い て  

 

 



３ １  
薩 摩 川 内 市 屋 外 運 動 場 照 明 施 設 条 例 の 一 部 を 改

正 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  
 

３ ２  和 解 す る に つ い て  
 

３ ３  
道 路 メ ン テ ナ ン ス 事 業 開 戸 橋 耐 震 補 強 （ Ｐ ３ ）

工 事 請 負 契 約 の 変 更 に つ い て  

 

３ ４  
薩 摩 川 内 市 営 住 宅 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の

制 定 に つ い て  

 

３ ５  
薩 摩 川 内 市 空 家 等 対 策 の 推 進 に 関 す る 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  

 

３ ６  
薩 摩 川 内 市 報 酬 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条 例 の 制 定 に つ い て  
 

３ ７  令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 一 般 会 計 予 算  予 算 書 は 別 冊  

３ ８  
令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 温 泉 給 湯 事 業 特 別 会 計 予

算  

 

３ ９  令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 浄 化 槽 事 業 特 別 会 計 予 算  
 

４ ０  
令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 天 辰 第 一 地 区 土 地 区 画 整

理 事 業 特 別 会 計 予 算  

 

４ １  
令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 天 辰 第 二 地 区 土 地 区 画 整

理 事 業 特 別 会 計 予 算  

 

４ ２  
令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 入 来 温 泉 場 地 区 土 地 区 画

整 理 事 業 特 別 会 計 予 算  

 

４ ３  
令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会

計 予 算  

 

４ ４  
令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 国 民 健 康 保 険 直 営 診 療 施

設 勘 定 特 別 会 計 予 算  

 

４ ５  
令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 予

算  

 

４ ６  
令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別

会 計 予 算  

 

４ ７  令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 水 道 事 業 会 計 予 算  
 

４ ８  令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算  
 

４ ９  令 和 ６ 年 度 薩 摩 川 内 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算  
 

 



議案第１４号 

町の区域の設定及び変更について 

 

地方自治法第２６０条第１項の規定に基づき、次のとおり本市内の町の区域を

設定し、及び変更する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

（設定及び変更） 

設定及び変更後 左 に 包 括 さ れ る 区 域 

町 名 大字名 字 名 地    番 

サーキュラーパーク一丁目 港町 唐山 ６１１０の１、６１１０の１７４、

６１１７の２、６１１７の３、 

６１１９、６１２１、６１２１の 

２、６１２１の３、６１２１の１０

及び６１２１の１１ 

サーキュラーパーク二丁目 港町 唐山 ６１１０の１７３及び６１１０の

１７５ 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

「サーキュラー都市・薩摩川内市」の実現のため、資源循環拠点の創出及び循

環経済に資する産業立地を推進することを目的として、本市港町の一部の区域に

ついて、町の区域を設定し、及び変更する必要が生じたが、これについては、地

方自治法第２６０条第１項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

参  照  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（市町村内の町又は字の区域） 

第２６０条 市町村長は、政令で特別の定めをする場合を除くほか、市町村の区

域内の町若しくは字の区域を新たに画し若しくはこれを廃止し、又は町若しく

は字の区域若しくはその名称を変更しようとするときは、当該市町村の議会の

議決を経て定めなければならない。 

２・３ 略 
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 町の区域の設定及び変更区域図  
 

 

川内港 

港町字唐山 

サーキュラーパーク一丁目 

サーキュラーパーク二丁目 



議案第１５号 

薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

 

薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）の公布に伴い、会

計年度任用職員に対する勤勉手当の支給について、所要の規定の整備を図ろうと

するものである。 

これが本案提出の理由である。 
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薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例 

 

薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年薩摩

川内市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

第１９条第７項中「月額の会計年度任用職員」の次に「の期末手当の支給」を

加え、同条の次に次の１条を加える。 

（会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１９条の２ 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこれ

らの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する月額の会計年度任用職員の

うち、任期が６箇月以上である者に対し、当該職員の基準日以前における直近

の人事評価の結果及び基準日以前６箇月以内の期間における勤務の状況に応じ

て支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、若しくは失職し、又は死

亡した職員についても同様とする。 

２ 任期の定めが６箇月に満たない本市の会計年度任用職員の１会計年度内にお

ける任期の合計が６箇月以上に至ったときは、当該会計年度任用職員は、当該

会計年度において、前項に規定する任期の定めが６箇月以上の会計年度任用職

員とみなす。 

３ ６月に勤勉手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで本市の会計

年度任用職員として任用され、同日の翌日に本市の会計年度任用職員として任

用された者の任期（６箇月未満のものに限る。）と前会計年度における任期 

（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。）の合計が６箇月以

上に至ったときは、第１項の任期の定めが６箇月以上の会計年度任用職員とみ

なす。 

４ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が規則で定める基準に従って

定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤

勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、

それぞれ当該各号に定める額を超えてはならない。 

 ⑴  会計年度任用一般職員 当該職員の勤勉手当基礎額に１００分の 

  １０２．５を乗じて得た額の総額 

 ⑵  会計年度任用短時間職員 当該職員の勤勉手当基礎額に１００分の 

４８．７５を乗じて得た額の総額 

５ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、 

又は死亡した会計年度任用職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死

亡した日現在）において、会計年度任用一般職員にあってはその者が受けるべ

き給料及びこれに対する地域手当、会計年度任用短時間職員にあっては月額に

より定められた報酬とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、勤勉手当の支給方法については、給与条例第 
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３２条の規定により支給される勤勉手当の例によるものとする。 

７ 給与条例第３０条及び第３１条の規定は、月額の会計年度任用職員の勤勉手

当の支給について準用する。 

   附  則  

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（薩摩川内市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

２ 薩摩川内市職員の育児休業等に関する条例（平成１６年薩摩川内市条例第 

４７号）の一部を次のように改正する。 

第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の

２第１項第１号に掲げる職員を除く。）」を削る。 

第８条中「地方公務員法」を「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）」

に改める。 

（薩摩川内市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

３ 薩摩川内市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１６年薩摩川

内市条例第２９２号）の一部を次のように改正する。 

第２０条第１項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 
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議案第１６号 

薩摩川内市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

薩摩川内市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第６９号）、地方公共団体の手数料

の標準に関する政令の一部を改正する政令（令和５年政令第３４７号）等の公布

に伴い、危険物の貯蔵所の設置許可申請に対する審査等に係る手数料の金額を引

き上げるほか、所要の規定の整備を図ろうとするものである。 

これが本案提出の理由である。 
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薩摩川内市手数料条例の一部を改正する条例 

 

薩摩川内市手数料条例（平成１６年薩摩川内市条例第７０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

別表第１の１１の項第２号中「１，１８０，０００円」を 

「１，４５０，０００円」に、「１，４１０，０００円」を 

「１，７２０，０００円」に、「１，５９０，０００円」を 

「１，９２０，０００円」に、「１，９５０，０００円」を 

「２，３６０，０００円」に、「２，２７０，０００円」を 

「２，７４０，０００円」に、「４，５５０，０００円」を 

「５，６４０，０００円」に、「５，８２０，０００円」を 

「７，２４０，０００円」に、「７，０７０，０００円」を 

「８，７９０，０００円」に改める。 

別表第３の５９の項中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を

「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改め、同表の６０の項

中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則」を「建築物のエ

ネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第１の規定は、この条例の施行の日以後に行う事務に係る手数

料について適用し、同日前に行った事務に係る手数料については、なお従前の

例による。 
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議案第１７号 

薩摩川内市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 

薩摩川内市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとお

り制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の

一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の公布に伴い、所要の規定の整備

を図ろうとするものである。 

これが本案提出の理由である。 
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薩摩川内市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改

正する条例 

 

薩摩川内市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年薩摩川内市条例第６９

号）の一部を次のように改正する。 

第２条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を

加える。 

⑷ 個人番号利用事務 法第２条第１０項に規定する個人番号利用事務をいう。 

第２条に次の２号を加える。 

⑺ 特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用事

務をいう。  
⑻ 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報をいう。  
第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事

務」に改め、同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番 

号利用事務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」 

に、「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

附 則 

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）附則第１条本文に規

定する政令で定める日から施行する。 
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議案第１８号 

薩摩川内市立小学校・中学校・義務教育学校条例の一部を改正する

条例の制定について 

 

薩摩川内市立小学校・中学校・義務教育学校条例の一部を改正する条例を別紙

のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

生徒数の減少に対応し、集団生活を通じた学習効果の向上と良好な教育環境の

確保を図るため、令和５年度をもって薩摩川内市立海陽中学校を廃止しようとす

るものである。 

これが本案提出の理由である。 
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薩摩川内市立小学校・中学校・義務教育学校条例の一部を改正する

条例 

 

薩摩川内市立小学校・中学校・義務教育学校条例（平成１６年薩摩川内市条例

第８７号）の一部を次のように改正する。 

別表の２中学校の表中１１の項を削る。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１９号 

薩摩川内市薩摩国分寺跡史跡公園及び薩摩川内市横岡古墳公園の指

定管理者の指定について 

 

薩摩川内市薩摩国分寺跡史跡公園及び薩摩川内市横岡古墳公園の指定管理者を

次のとおり指定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

１  指定管理者に管理を行わせる施設 

薩摩川内市薩摩国分寺跡史跡公園及び薩摩川内市横岡古墳公園 

２ 指定管理者に指定する団体 

公益財団法人薩摩川内市民まちづくり公社 

３ 指定する期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

薩摩川内市薩摩国分寺跡史跡公園条例第３条及び薩摩川内市横岡古墳公園条例

第３条の規定により、指定管理者として薩摩川内市薩摩国分寺跡史跡公園及び薩

摩川内市横岡古墳公園の管理を行わせている公益財団法人薩摩川内市民まちづく

り公社の指定期間が、令和６年３月３１日満了することとなるので、新たに指定

管理者を指定したいが、これについては、地方自治法第２４４条の２第６項の規

定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが本案提出の理由である。 
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参 照 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第２４４条の２ 略 

２～４ 略 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、 

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７～１１ 略 

 

 

 

 

 

参  考  

 

公益財団法人薩摩川内市民まちづくり公社の概要 

 

１  所  在  地   薩摩川内市東郷町斧渕３６２番地 

２ 設立年月日  平成１０年３月１１日 

３ 従 業 員 数  ８２名 

４ 目   的   生涯学習の推進を図るため、薩摩川内市と連携し、芸術・文

化・スポーツ等の振興を図るとともに、市民に喜ばれる文化施

設、社会体育施設、公園その他公共施設の管理及び運営等に関

する事業を行い、もって市民福祉の向上に寄与することを目的

とする。 
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議案第２０号 

薩摩川内市入来麓旧増田家住宅等の指定管理者の指定について 

 

薩摩川内市入来麓旧増田家住宅等の指定管理者を次のとおり指定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

１  指定管理者に管理を行わせる施設 

薩摩川内市入来麓旧増田家住宅 

薩摩川内市入来郷土館 

薩摩川内市立図書館入来分館 

２ 指定管理者に指定する団体 

入来麓伝建地区協議会 

３ 指定する期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由   

薩摩川内市入来麓旧増田家住宅条例第４条等の規定により、指定管理者として

薩摩川内市入来麓旧増田家住宅等の管理を行わせている入来麓伝建地区協議会の

指定期間が、令和６年３月３１日満了することとなるので、新たに指定管理者を 

指定したいが、これについては、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、

議会の議決を経る必要がある。 

これが本案提出の理由である。 
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参 照 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

 （公の施設の設置、管理及び廃止） 

第２４４条の２ 略 

２～４ 略 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７～１１ 略 

 

 

 

 

 

参  考  

 

入来麓伝建地区協議会の概要 

 

１  所  在  地   薩摩川内市入来町浦之名３３番地 

２ 設立年月日  平成２５年１０月１日 

３ 従 業 員 数  ２１名 

４ 目   的   薩摩川内市より委託管理を受けた事業について事業活動を展

開し、地域の活性化を図ることを目的とする。 
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議案第２１号 

薩摩川内市重度心身障害者医療費の助成に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 

 

薩摩川内市重度心身障害者医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を

別紙のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

重度心身障害者医療費の助成について、支給対象者の拡大、支給の方法の変更

等の見直しを行うほか、所要の規定の整備を図ろうとするものである。 

 これが本案提出の理由である。 
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薩摩川内市重度心身障害者医療費の助成に関する条例の一部を改正

する条例 

 

薩摩川内市重度心身障害者医療費の助成に関する条例（平成１６年薩摩川内市

条例第１５１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第４号中「前３号」を「前各号」に改め、同号を同条第５号とし、 

同条中第３号の次に次の１号を加える。 

⑷ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第４５条第２項に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で、精 

神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号） 

第６条第３項に規定する１級に該当する障害を有するもの 

第２条第３項を次のように改める。 

３ この条例において「対象者」とは、本市の区域内に住所を有し、かつ、医療

保険各法の規定による被保険者、被扶養者又は組合員である重度心身障害者 

（本市の区域内に設置されている障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１１項に規定する障

害者支援施設若しくは同条第１７項に規定する共同生活援助を行う住居、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８

年厚生労働省令第１９号）第２条の３に規定する施設、独立行政法人国立重度

知的障害者総合施設のぞみの園法（平成１４年法律第１６７号）第１１条第１

号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置す

る施設、児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設、介護保険法（平成

９年法律第１２３号）第８条第１１項に規定する特定施設若しくは同条第２５

項に規定する介護保険施設、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０

条の４に規定する養護老人ホーム、職業能力開発促進法（昭和４４年法律第 

６４号）第１５条の７第３項に規定する公共職業能力開発施設又は学校教育法

（昭和２２年法律第２６号）第７８条の規定により設置された特別支援学校の

寄宿舎（以下「社会福祉施設等」と総称する。）に収容され、又は入所してい

る者で、当該社会福祉施設等に収容され、又は入所したため、他の市町村の区

域内から本市の区域内に住所を移した者を除くものとし、他の市町村の区域内

に設置されている社会福祉施設等に収容され、又は入所している者で、当該社

会福祉施設等に収容され、又は入所したため、本市の区域内から他の市町村の

区域内に住所を移した者は、なお本市の区域内に住所を有する者とみなす。た

だし、重度心身障害者に保護者がある場合において、その保護者が他の市町村

の区域内から本市の区域内に住所を移したとき又はその保護者が本市の区域内

から他の市町村の区域内に住所を移したときは、この限りでない。）とする。

ただし、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている世   

帯に属する者は除く。 

第３条第１項中「保険給付等」の次に「（第２条第１項第４号に該当する者に 
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あっては入院に係るものを除く。）」を加える。 

第８条を第１２条とする。 

第７条中「第４条第３項」を「第８条第１項」に改め、同条を第１１条とし、

第６条を第１０条とする。 

第５条中「前条」を「前条第１項」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 受給資格者が前条第２項の規定による保険給付等を受け、審査集計機関（保

険給付等に係る一部負担金の審査及びデータの入力を行う機関をいう。）から

当該保険給付等に係る費用額その他助成金の算定に必要な事項が市長に通知さ

れたときは、市長は、その内容を審査の上、助成金の額を決定し、受給資格者

に支払うものとする。 

第５条を第９条とし、同条の前に次の３条を加える。 

（受給資格者証の交付） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による認定を行ったときは、受給資格者に対

して、重度心身障害者医療費受給資格者証（以下「受給資格者証」という。）

を交付するものとする。 

（受給資格者証の提示） 

第７条 受給資格者は、対象者が保険医療機関等による診療を受けるときは、当

該保険医療機関等に医療保険各法の規定による電子資格確認等により被保険者

又は被扶養者であることの確認を受けた上、受給資格者証を提示しなければな

らない。 

（助成金の申請等） 

第８条 受給資格者は、助成金の支給を受けようとするときは、保険給付等を受

けた日の属する月の翌月から起算して６箇月以内に市長に申請しなければなら

ない。ただし、１年以内の期間に限り、市長が特別の理由があると認めたとき

は、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、受給資格者が前条の規定により、鹿児島県内の保

険医療機関等で保険給付等を受けたときは、前項の規定による申請は要しない

ものとする。 

３ 対象者が死亡し、又はその他の理由により第１項の申請又は第５条第２項の 

届出をすることができないときは、保護者又は遺族（以下「遺族等」という。） 

が申請をし、又は届出をするものとする。 

４ 前項に規定する遺族等の範囲及び順位は、規則で定める。 

第４条第１項中「第４項」を「第８条第３項」に改め、同条中第３項から第５

項までを削り、同条を第５条とする。 

第３条の次に次の１条を加える。 

（助成の制限） 

第４条 重度心身障害者の前年の所得（１月から９月までの間に受けた医療に係

る助成金については、前々年の所得とする。）が特別児童扶養手当等の支給に

関する法律施行令（昭和５０年政令第２０７号。以下「施行令」という。）第 
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７条に定める額を超えるとき、又は現にその重度心身障害者と生計を同じくす

るその重度心身障害者の配偶者若しくはその重度心身障害者の扶養義務者（民 

法（明治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に規定する扶養義務者をいう。） 

のうちいずれかの者の前年の所得が、施行令第８条第１項において準用する施

行令第２条第２項に定める額以上であるときは、支給しない。 

２ 前項に規定する所得は、施行令第４条に定める所得とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年７月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 ただし、附則第３項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の薩摩川内市重度心身障害者医療費の助成に関する条

例（以下「新条例」という。）の規定は、施行日以後の診療に係る医療費の助

成について適用し、同日前の診療に係る医療費の助成については、なお従前の

例による。ただし、新条例第２条第１項第４号に規定する者については、受給

資格者証の交付を受けた日以後の診療に係る医療費の助成について適用する。 

（準備行為） 

３ 新条例第５条第１項の規定による受給資格の認定及び当該認定に関し必要な

手続その他の行為は、施行日前においても、新条例の例により行うことができ

る。 
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議案第２２号 

薩摩川内市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

薩摩川内市介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

令和６年度から令和８年度までの介護保険料を定めるとともに、介護保険法施

行令の一部を改正する政令（令和６年政令第１３号）の公布に伴い、所要の規定

の整備を図ろうとするものである。 

これが本案提出の理由である。 
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薩摩川内市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

薩摩川内市介護保険条例（平成１６年薩摩川内市条例第１５８号）の一部を次

のように改正する。 

第３条第１項を次のように改める。  
 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲

げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。  
⑴ 令第３８条第１項第１号に掲げる者 ３３，３００円  
⑵ 令第３８条第１項第２号に掲げる者 ５０，１４０円  
⑶ 令第３８条第１項第３号に掲げる者 ５０，５００円  
⑷ 令第３８条第１項第４号に掲げる者 ６５，８８０円  
⑸ 令第３８条第１項第５号に掲げる者 ７３，２００円  
⑹ 令第３８条第１項第６号に掲げる者 ８７，８４０円  
⑺ 令第３８条第１項第７号に掲げる者 ９５，１６０円  
⑻ 令第３８条第１項第８号に掲げる者 １０９，８００円  
⑼ 令第３８条第１項第９号に掲げる者 １２４，４４０円  
⑽ 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １３９，０８０円  
⑾ 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １５３，７２０円  
⑿ 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １６８，３６０円  
⒀ 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １７５，６８０円  
第３条第２項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８

年度まで」に、「２２，３２０円」を「２０，８６０円」に改め、同条第３項中

「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、  
「２２，３２０円」を「２０，８６０円」に、「３７，２００円」を  
「３５，５００円」に改め、同条第４項中「令和３年度から令和５年度まで」を  
「令和６年度から令和８年度まで」に、「２２，３２０円」を「２０，８６０円」

に、「５２，０８０円」を「５０，１４０円」に改める。  
第５条第３項中「令第３９条第１項第１号イ」を「令第３８条第１項第１号イ」 

に、「又は第９号ロ」を「、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ又は第１２号ロ」 

に、「令第３９条第１項第１号から第９号まで」を「令第３８条第１項第１号か

ら第１２号まで」に改める。 

第６条第１項中「地方税法の規定による市町村民税（以下「市町村民税」とい

う。）」を「市町村民税」に、「合計所得金額」を「地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額（租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第

１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の

２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該

合計所得金額から令第２２条の２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額

とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零とする。）」に改める。  
 

22－２ 



第１４条第２項中「法第１１５条の４５第１項、第２項、第３項及び第４項」

を「法第１１５条の４５第１項から第４項まで」に改める。  
附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第３条及び第５条第３項の規定は、令和６年度以降の年度分の保険 

料について適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の 

例による。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

22－３ 



議案第２３号 

薩摩川内市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

薩摩川内市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部を改正する条例を別

紙のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部を改正する法

律（令和５年法律第３０号）の公布に伴い、所要の規定の整備を図ろうとするも

のである。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23－１ 



薩摩川内市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

薩摩川内市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例（平成１６年薩摩川内市条

例第１３６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第６号中「第１０条第１項」の次に「又は第１０条の２」を加え

る。  
   附  則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23－２ 



議案第２４号 

薩摩川内市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例の制定について 

 

薩摩川内市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

こども家庭庁設置法等の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令

（令和５年厚生労働省令第４８号）の公布施行による家庭的保育事業等の設備及

び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行おうとするもので

ある。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24－１ 



薩摩川内市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

 

薩摩川内市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年薩摩川内市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第２５条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。  
附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24－２ 



議案第２５号 

薩摩川内市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

薩摩川内市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

こども家庭庁設置法及びこども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関

する法律等の施行に伴う内閣府本府関係内閣府令の整備に関する内閣府令（令和

５年内閣府令第３３号）等の公布による特定教育・保育施設及び特定地域型保育 

事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準の一部改正に伴い、 

所要の規定の整備を図ろうとするものである。   

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25－１ 



薩摩川内市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 薩摩川内市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を 

定める条例（平成２６年薩摩川内市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準

ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記

録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第１５条第１項第４号中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。  
第２３条の見出し中「掲示」を「掲示等」に改め、同条中「掲示しなければ」

を「掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によっ

て直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うこ

とをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供し

なければ」に改める。 

第３５条第３項中「「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数」とあるのは「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員の総数」と、」を削る。  
第３６条第３項中「第６条第２項中」の次に「「特定教育・保育施設（認定こ  

ども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・  
保育施設（特別利用教育を提供している施設に限る。以下この項において同じ。）」  
と、」を、「同条第４項第３号イ (ア)中」の次に「「教育・保育給付認定こども」

とあるのは」を加える。  
第４４条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。  

   附  則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25－２ 



議案第２６号 

薩摩川内市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

薩摩川内市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

放課後児童健全育成事業実施要綱の改正に伴い、放課後児童健全育成事業所に

配置する放課後児童支援員の要件について、所要の規定の整備を図ろうとするも

のである。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26－１ 



薩摩川内市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

 

薩摩川内市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年薩摩川内市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

附則第３項を次のように改める。 

３ 当分の間、第１１条第３項の規定の適用については、同項中「修了したもの」 

とあるのは、「修了したもの（その者の研修計画を定めた上で、放課後児童支

援員としての業務に従事することとなった日から２年以内に当該研修を修了す

ることを予定している者を含む。）」とする。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26－２ 



議案第２７号  
薩摩川内市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改

正する条例の制定について  
 

薩摩川内市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改正する条例

を別紙のとおり制定する。  
 

令和  ６  年  ２  月２０日提出  
 

薩摩川内市長  田  中  良  二  
 
 
 
 
 
 
 
 
提 案 理 由  

消防団員の処遇を改善するため、消防団員の年額報酬を改定しようとするもの

である。  
これが本案提出の理由である。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

27－１ 



薩摩川内市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改

正する条例 

 

薩摩川内市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例（平成１６年薩摩川内

市条例第３０１号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第２項中 

「 

方面隊長 年額 １６２，０００円 

本部員 年額 １００，０００円 

分団長 年額 ９５，０００円 

副分団長 年額 ５９，０００円 

部長 年額 ５１，０００円 

班長 年額 ４５，０００円（機能別団員にあっては、２２，５００円） 

団員 年額 ４２，０００円（機能別団員にあっては、２１，０００円） 

を

                                  」  

「  

方面隊長 年額 １７０，０００円 

本部員 年額 １１０，０００円 

分団長 年額 １０５，０００円 

副分団長 年額 ６９，０００円 

部長 年額 ６１，０００円 

班長 年額 ５５，０００円（機能別団員にあっては、２７，５００円） 

団員 年額 ５０，０００円（機能別団員にあっては、２５，０００円） 

に

                                  」  

改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27－２ 



議案第２８号 

薩摩川内市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例

の制定について 

 

薩摩川内市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例を別紙のと

おり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）の公布による地方

公営企業法の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行おうとするものである。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28－１ 



薩摩川内市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（薩摩川内市水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 薩摩川内市水道事業の設置等に関する条例（平成１６年薩摩川内市条例

第２８９号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に

改める。 

（薩摩川内市簡易水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 薩摩川内市簡易水道事業の設置等に関する条例（令和元年薩摩川内市条

例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に

改める。 

（薩摩川内市下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 薩摩川内市下水道事業の設置等に関する条例（令和元年薩摩川内市条例

第３１号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に

改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28－２ 



議案第２９号 

薩摩川内市簡易水道事業条例及び薩摩川内市水道事業給水条例の一

部を改正する条例の制定について 

 

薩摩川内市簡易水道事業条例及び薩摩川内市水道事業給水条例の一部を改正す

る条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律（令和５

年法律第３６号）の公布による水道法の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行

おうとするものである。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29－１ 



薩摩川内市簡易水道事業条例及び薩摩川内市水道事業給水条例の一

部を改正する条例 

 

（薩摩川内市簡易水道事業条例の一部改正） 

第１条 薩摩川内市簡易水道事業条例（平成１６年薩摩川内市条例第２９１号）

の一部を次のように改正する。 

第９条中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。 

（薩摩川内市水道事業給水条例の一部改正） 

第２条 薩摩川内市水道事業給水条例（平成１６年薩摩川内市条例第２９３号）

の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「第１６条の２第３項の厚生労働省令」を「第１６条の２第

３項ただし書の国土交通省令」に改める。 

第３５条第２項中「法第１６条の２第３項の厚生労働省令」を「法第１６条

の２第３項ただし書の国土交通省令」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29－２ 



議案第３０号 

薩摩川内市漁港管理条例の一部を改正する条例の制定について 

 

薩摩川内市漁港管理条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

漁港漁場整備法及び水産業協同組合法の一部を改正する法律（令和５年法律第

３４号）の公布に伴い、新たに創設された漁港施設等活用事業に係る占用料の徴

収について規定するほか、所要の規定の整備を図ろうとするものである。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30－１ 



薩摩川内市漁港管理条例の一部を改正する条例 

 

薩摩川内市漁港管理条例（平成１６年薩摩川内市条例第２１５号）の一部を次

のように改正する。 

第１条中「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関する法律」に改め

る。 

第６条第１項中「採取又は占用の許可を受けた者」を「採取若しくは占用の許

可を受けた者又は法第４３条第４項に規定する認定計画実施者（法第４４条第１

項に規定する認定計画において法第４２条第２項第２号及び第３号に掲げる事項

（水面又は土地の占用に係るものに限る。）又は法第５０条第１項各号に掲げる

事項を定めた者に限る。）」に改め、同項ただし書中「同条第４項」を「法第 

３９条第４項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30－２ 



議案第３１号 

薩摩川内市屋外運動場照明施設条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

薩摩川内市屋外運動場照明施設条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定

する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

本市が設置している屋外運動場照明施設について、使用料の単位時間を統一す

るほか、所要の規定の整備を図ろうとするものである。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31－１ 



薩摩川内市屋外運動場照明施設条例の一部を改正する条例 

 

薩摩川内市屋外運動場照明施設条例（平成１６年薩摩川内市条例第１０８号）

の一部を次のように改正する。 

第１０条第１項第１号中「薩摩川内市立小学校及び中学校運動場」を「薩摩川

内市立小学校、中学校及び義務教育学校運動場の照明施設」に改め、同項第２号

中「運動広場」を「前号以外の照明施設」に改める。 

別表第１及び別表第２を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31－２ 



別表第１（第２条関係） 

名    称 位    置 

亀山小屋外運動場照明施設 
薩摩川内市宮内町１６８０番地 

薩摩川内市立亀山小学校運動場 

可愛小屋外運動場照明施設 
薩摩川内市御陵下町４番３０号 

薩摩川内市立可愛小学校運動場 

川内小屋外運動場照明施設 
薩摩川内市向田町１４２５番地 

薩摩川内市立川内小学校運動場 

永利小屋外運動場照明施設 
薩摩川内市百次町９５９番地 

薩摩川内市立永利小学校運動場 

育英小屋外運動場照明施設 
薩摩川内市中郷三丁目１４７番地 

薩摩川内市立育英小学校運動場 

高来小屋外運動場照明施設 
薩摩川内市高城町１３２６番地 

薩摩川内市立高来小学校運動場 

城上小屋外運動場照明施設 
薩摩川内市城上町４５２５番地１ 

薩摩川内市立城上小学校運動場 

川内中央中屋外運動場照明施設 
薩摩川内市平佐町５０００番地 

薩摩川内市立川内中央中学校運動場 

水引中屋外運動場照明施設 
薩摩川内市水引町７６０２番地１ 

薩摩川内市立水引中学校運動場 

平成中屋外運動場照明施設 
薩摩川内市城上町６１０番地 

薩摩川内市立平成中学校運動場 

平佐東屋外運動場照明施設 
薩摩川内市中村町６９９８番地 

平佐東運動広場 

市比野小屋外運動場照明施設 
薩摩川内市樋脇町市比野２８０５番地 

薩摩川内市立市比野小学校運動場 

東郷学園屋外運動場照明施設 
薩摩川内市東郷町斧渕４５６４番地 

薩摩川内市立東郷学園義務教育学校運動場 

祁答院中屋外運動場照明施設 
薩摩川内市祁答院町下手１９０番地１ 

薩摩川内市立祁答院中学校運動場 

里中屋外運動場照明施設 
薩摩川内市里町里３３７７番地 

薩摩川内市立里中学校運動場 

上甑中屋外運動場照明施設 薩摩川内市上甑町中甑１９１番地１ 

海星中屋外運動場照明施設 
薩摩川内市下甑町青瀬１０３４番地１ 

薩摩川内市立海星中学校運動場 

海陽中屋外運動場照明施設 薩摩川内市下甑町手打１４７２番地 

鹿島中屋外運動場照明施設 薩摩川内市鹿島町藺牟田１３９７番地 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

31－３ 



別表第２（第１４条関係） 

名    称 使 用 料（３０分当たり） 

亀山小屋外運動場照明施設 ３５０円 

可愛小屋外運動場照明施設 ２５０円 

川内小屋外運動場照明施設 
３５０円 

永利小屋外運動場照明施設 

育英小屋外運動場照明施設 

２５０円 高来小屋外運動場照明施設 

城上小屋外運動場照明施設 

川内中央中屋外運動場照明施設 ４５０円 

水引中屋外運動場照明施設 ３５０円 

平成中屋外運動場照明施設 ５５０円 

平佐東屋外運動場照明施設 ３５０円 

市比野小屋外運動場照明施設 市内４２０円 市外６３０円 

東郷学園屋外運動場照明施設 ２００円 

祁答院中屋外運動場照明施設 市内７８７．５円 市外９４５円 

里中屋外運動場照明施設 ５２５円 

上甑中屋外運動場照明施設 市内５２５円 市外７８７．５円 

海星中屋外運動場照明施設 

５２５円 海陽中屋外運動場照明施設 

鹿島中屋外運動場照明施設 

注１ 使用時間が３０分に満たない場合は、３０分とみなす。 

２ 使用料の額に１０円未満の端数を生じたときは、その端数は切り捨てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

31－４ 



附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、 

公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の薩摩川内市屋外運動場照明施設条例の規定は、この

条例の施行の日以後の使用に係る使用料について適用し、同日前の使用に係る

使用料については、なお従前の例による。 

 （準備行為） 

３ この条例の施行に関し必要な手続その他の行為は、この条例の施行の日前に

おいても行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31－５ 



議案第３２号 

和解するについて 

 

観光船かのこの火災に関し、次のとおり和解する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

１  和解の相手方  所在地  薩摩川内市上甑町平良２５１番地 

          名  称   合同会社甑幸葉海業 

  代表社員  中  尾  幸  一  郎  

２  和解の内容の要旨 

 観光船かのこの火災に関し、相手方の合同会社甑幸葉海業が、本市に対し損 

害賠償として４６９，０４１円を支払うことによって示談するものとし、今後、 

本件火災に関し、本市と相手方の間に一切の債権関係が存在しないこと、双方 

とも異議の申立て、訴訟等は一切行わないことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

観光船かのこの火災に関し、和解することとしたいが、これについては、地方

自治法第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

32－１ 



参 照 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（議決事件） 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならな

い。 

⑴～⑾ 略 

⑿ 普通地方公共団体がその当事者である・・・略・・・和解・・・略・・・

に関すること。 

⒀～⒂ 略 

２ 略 

 

 

 

 

 

参  考  

・  事件の概要 

令和５年８月１８日午後２時１０分頃、観光船かのこの指定管理者である相

手方が乗客９人を乗せて遊覧鹿島断崖コースを運航中、上甑町中甑黒瀬沖で左

舷機水温計の警告ランプが点灯していることに気付き、エンジンルームを開け

たところ、黒煙が発生していた。 

相手方は運航中、水温計の確認を失念し、火災が発生する前段階での異常の

兆候を見逃したことについて、過失を認めるものである。 

この火災により、観光船かのこは左舷機エンジン、左舷機排気管、電気配線

等を損傷し、船体及びエンジンの修理並びに曳航に要した費用と保険補塡額と

の差額等による経済損失が本市に発生したものである。 

なお、乗客及び船員に負傷はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32－２ 



議案第３３号 

道路メンテナンス事業開戸橋耐震補強（Ｐ３）工事請負契約の変更

について 

 

令和５年９月２０日の議決を経て締結した道路メンテナンス事業開戸橋耐震補

強（Ｐ３）工事の請負契約を次のとおり変更するものとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

区 分 変   更    前  変    更    後  

契 約 金 額 ２１５，６００，０００円 ２３７，５９１，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

道路メンテナンス事業開戸橋耐震補強（Ｐ３）工事について、施工内容の一部

を変更して実施する必要が生じたため、工事請負契約の変更をしようとするもの

である。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33－１ 



参 考 

 

１  契約の相手方  西日本・外薗特定建設工事共同企業体 

代表者 

所在地  薩摩川内市隈之城町１８５６番地１ 

会社名  西日本興業株式会社 

代表取締役  新  添  吉  正  

構成員 

所在地  薩摩川内市上川内町３２５５番地 

会社名  外薗建設工業株式会社 

代表取締役  外  薗  太  一  郎  

２  工 事 名  道路メンテナンス事業開戸橋耐震補強（Ｐ３）工事 

３ 工 事 場 所  薩摩川内市花木町地内 

４ 工    期   着  手  令和 ５ 年 ９ 月２０日 

完 成 令和 ６ 年 ３ 月２９日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33－２ 



議案第３４号 

薩摩川内市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について 

 

薩摩川内市営住宅条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部を改正する法

律（令和５年法律第３０号）の公布に伴い、市営住宅の入居者資格等について所

要の規定の整備を図るほか、老朽化の著しい水引東住宅２棟７戸、野下住宅１棟

２戸及び宇都住宅１棟３戸について、その用途を廃止しようとするものである。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34－１ 



薩摩川内市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

薩摩川内市営住宅条例（平成１６年薩摩川内市条例第２８３号）の一部を次の

ように改正する。 

第６条第２項第８号イ中「第１０条第１項」の次に「又は第１０条の２」を、

「において」の次に「これらの規定を」を加える。 

別表第１中 

「 

水引東住宅 
小倉町６０９９ 

番地１ 

簡易耐火構造平家 

建 1 4 36.4 昭和 43 年度  

を  

簡易耐火構造平家 

建 
4 10 31.4 昭和 43 年度 

 

簡易耐火構造平家 

建 
4 10 36.4 昭和 45 年度 

 

簡易耐火構造平家 

建 
2 7 33.1 昭和 45 年度 

 

                                   」  

「  

水引東住宅 
小倉町６０９９ 

番地１ 

簡易耐火構造平家 

建 1 4 36.4 昭和 43 年度  

に  

簡易耐火構造平家 

建 
3 6 31.4 昭和 43 年度 

 

簡易耐火構造平家 

建 
3 7 36.4 昭和 45 年度 

 

簡易耐火構造平家 

建 
2 7 33.1 昭和 45 年度 

 

                                   」  

改め、野下住宅の項を削り、 

「 

宇都住宅 
東郷町斧渕 

４８６８番地１ 

簡易耐火構造平家 

建 2 8 43.2 昭和 50 年度  

を  
簡易耐火構造平家 

建 
4 12 46.6 昭和 51 年度 

 

                                   」  

「  

宇都住宅 
東郷町斧渕 

４８６８番地１ 

簡易耐火構造平家 

建 2 8 43.2 昭和 50 年度  

に  
簡易耐火構造平家 

建 
3 9 46.6 昭和 51 年度 

 

                                   」  

改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

34－２ 



議案第３５号 

薩摩川内市空家等対策の推進に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 

薩摩川内市空家等対策の推進に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとお

り制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和５年法律第

５０号）の公布施行に伴い、所要の規定の整備を図ろうとするものである。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35－１ 



薩摩川内市空家等対策の推進に関する条例の一部を改正する条例 

 

薩摩川内市空家等対策の推進に関する条例（平成２７年薩摩川内市条例第４６

号）の一部を次のように改正する。 

第６条中「法第１４条第１項から第１２項まで」を「法第２２条第１項から第

１４項まで」に改める。 

第８条第１項中「法第７条」を「法第８条第１項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35－２ 



議案第３６号 

薩摩川内市報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 

薩摩川内市報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとお

り制定する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

提  案  理  由  

職責の重度、職務の性質等を勘案し、農地利用最適化推進委員に係る報酬の額

を改定するほか、所要の規定の整備を図ろうとするものである。 

これが本案提出の理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36－１ 



薩摩川内市報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

 

薩摩川内市報酬及び費用弁償に関する条例（平成１６年薩摩川内市条例第５２ 

号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第２０３条の２第４項」を「第２０３条の２第５項」に改める。 

第２条第１項第１２号中「３０，０００円」を「３６，０００円」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36－２ 



議案第３７号 

令和６年度薩摩川内市一般会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市一般会計予算は、別紙のとおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37－１ 



議案第３８号 

令和６年度薩摩川内市温泉給湯事業特別会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市温泉給湯事業特別会計予算は、別紙のとおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38－１ 



議案第３９号 

令和６年度薩摩川内市浄化槽事業特別会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市浄化槽事業特別会計予算は、別紙のとおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39－１ 



議案第４０号 

令和６年度薩摩川内市天辰第一地区土地区画整理事業特別会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市天辰第一地区土地区画整理事業特別会計予算は、別紙の

とおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40－１ 



議案第４１号 

令和６年度薩摩川内市天辰第二地区土地区画整理事業特別会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市天辰第二地区土地区画整理事業特別会計予算は、別紙の

とおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41－１ 



議案第４２号 

令和６年度薩摩川内市入来温泉場地区土地区画整理事業特別会計予

算 

 

令和６年度薩摩川内市入来温泉場地区土地区画整理事業特別会計予算は、別紙

のとおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42－１ 



議案第４３号 

令和６年度薩摩川内市国民健康保険事業特別会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市国民健康保険事業特別会計予算は、別紙のとおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43－１ 



議案第４４号 

令和６年度薩摩川内市国民健康保険直営診療施設勘定特別会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市国民健康保険直営診療施設勘定特別会計予算は、別紙の

とおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44－１ 



議案第４５号 

令和６年度薩摩川内市介護保険事業特別会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市介護保険事業特別会計予算は、別紙のとおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45－１ 



議案第４６号 

令和６年度薩摩川内市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市後期高齢者医療事業特別会計予算は、別紙のとおりとす

る。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46－１ 



議案第４７号 

令和６年度薩摩川内市水道事業会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市水道事業会計予算は、別紙のとおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47－１ 



議案第４８号 

令和６年度薩摩川内市簡易水道事業会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市簡易水道事業会計予算は、別紙のとおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48－１ 



議案第４９号 

令和６年度薩摩川内市下水道事業会計予算 

 

令和６年度薩摩川内市下水道事業会計予算は、別紙のとおりとする。 

 

令和 ６ 年 ２ 月２０日提出 

 

薩摩川内市長  田  中  良  二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49－１ 


